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令和５年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 42 府 省 庁 名 国土交通省             

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（  都市計画税 ） 

要望 

項目名 
空き家の適切な活用等を促進するための住宅用地に係る所要の措置 

要望内容 

（概要） 

居住の用に供する見込みのない等、一定の空き家の敷地に係る固定資産税等の住宅用地特例について、その

解除等により空き家の適切な活用や管理、除却を促すための所要の措置を講ずる。 

 

関係条文 

 

地方税法第349条の３の２ 

減収 

見込額 

［初年度］   －   （  －   ）  ［平年度］  －    （  －   ） 

［改正増減収額］  －                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

空き家の適切な活用や管理、除却を促進することで、放置される空き家の発生を抑制する。 

 

（２）施策の必要性 

平成30年に実施した住宅・土地統計調査（総務省）によれば、賃貸・売却用等以外のいわゆる「その他空

き家」の数は約349万戸（平成25年約318万戸）に達し、今後も地域における人口減少等により、そのよう

な空き家の総数は増加の一途を辿ることが懸念されている。 

このような空き家は、本来、その所有者又は管理者により適切な活用や管理が行われるべきものであるが、
適切な活用等が行われていない空き家が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼして
いる現状がある。 

こうした中、平成27年５月26日に全面施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「法」
という。）においては、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている空き家（法第２条第２項の「特定
空家等」）の除却等を促すための枠組みが整えられている。 

また、法に基づき特定空家等に対して勧告を行った場合や、「「地方税法第三百四十九条の三の二の規定
における住宅用地の認定について」等の一部改正について」（平成27年５月26日総税固第42号）により改
正された「地方税法第三百四十九条の三の二の規定における住宅用地の認定について」（平成９年４月１日
自治固第13号）を踏まえて今後居住の用に供される見込みがないと地方公共団体が認めた場合には、固定資
産税等に係る住宅用地特例を解除し、その活用等を促しているところである。 

他方、今後空き家がさらに増加し、それらの適切な管理等がなされないことにより特定空家等も増加する
可能性を踏まえれば、居住の用に供する見込みがない等、一定の空き家については、住宅用地特例の解除等
により、特定空家等となって実際に地域住民の生活環境への影響が生じる以前の段階から、所有者等によっ
て適切に空き家の活用等がなされ、そのような影響の発生を未然に防止できるよう、更なる取組を進める必
要がある。 

そのため、関連する法令の改正も視野に入れながら、居住の用に供する見込みのない等、一定の空き家の
敷地に係る固定資産税等の住宅用地特例について、その解除等により空き家の適切な活用や管理、除却を促
すための所要の措置を講ずる。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

○住生活基本計画（全国計画）（令和３年３月19日閣議決定）（抄） 

目標７ 空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進 

（１）空き家の適切な管理の促進とともに、周辺の居住環境に悪影響を及ぼす空き家の除却 

（基本的な施策） 

○地方公共団体と地域団体等が連携して空き家所有者のための相談体制を強化し、空き家の

発生抑制や空き家の荒廃化の未然防止、除却等を推進 

 

（２）立地・管理状況の良好な空き家の多様な利活用の推進 

（基本的な施策） 

○空き家・空き地バンクを活用しつつ、地方公共団体と民間団体等が連携して古民家等の空

き家の改修・DIY 等を進め、セカンドハウスやシェア型住宅、一時滞在施設での居住、サ

ブスクリプション型居住等、多様な二地域居住・多地域居住を推進 

 

（成果指標） 

・市区町村の取組により除却等がなされた管理不全空き家数 

・居住目的のない空き家数※ 

※住宅・土地統計調査（総務省）における賃貸・売却用等以外の「その他」の空き家 

 

＜国土交通省政策評価体系における位置付け＞ 

政策目標 １ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

施策目標 １ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る 

業績指標 ５ 居住目的のない空き家数 

政策の 

達成目標 

居住目的のない空き家数を400万戸程度におさえる（令和12年） 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

－ 

同上の期間中

の達成目標 

 

－ 

政策目標の 

達成状況 

 

－ 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

－ 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

－ 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

空き家の発生を抑制するための特例措置（所得税・個人住民税） 

空家の除却等を促進するための土地に係る固定資産税等に関する所要の措置（固定資産税等） 
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予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

○空き家再生等推進事業 

・社会資本整備総合交付金（令和５年度概算要求額689,983百万円）の内数 

・防災・安全交付金（令和５年度概算要求額967,738百万円）の内数 

○空き家対策総合支援事業（令和５年度概算要求額5,800百万円） 

○空き家対策のモデル事業（令和５年度概算要求額450百万円） 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

地域の取組における自発的な空き家の活用等に対しては、空き家対策総合支援事業等によるそ

の費用への補助等を通じて支援を行う。他方、本要望は、居住の用に供する見込みのない等、

一定の空き家について、その敷地に係る固定資産税を解除等することにより、空き家の適切な

活用や管理、除却を促すことを目的としており、予算措置等との棲み分けがなされている。 

要望の措置の 

妥当性 

 

－ 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

－ 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

－ 

 

 

これまでの要望経緯 

 

－ 

 
 


